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教科「情報」は
関係者からどの程度理解されているのか

中園 長新1

概要：本研究では高等学校における教科「情報」担当教員に対する質問紙調査を行い，教科「情報」が関係
者からどの程度理解されているのかについて，担当教員の主観から実態を明らかにした．調査の結果，管

理職や生徒等の学校内の関係者についてはある程度の理解があると感じているが，保護者や地域住民，自

治体等の学校外の関係者については，そもそも理解の実態を意識することができていないということが明

らかになった．教科「情報」をはじめとする情報教育を正しく推進していくためには，周囲からの正しい

理解が必要である．今後の推進に向けて理解を得るため，どのような取り組みが求められるかについて検

討を行った．

How Much the Subject “Information” is Understood
by Stakeholders?

Nagayoshi NAKAZONO1

1. はじめに

1.1 研究の背景

1999（平成 11）年 3月に告示された高等学校学習指導要

領 [1]において，普通教科および専門教科*1として「情報」

が新設された．教科「情報」は 2008（平成 20）年 3月およ

び 2018（平成 30）年 3月の学習指導要領改訂においても，

それぞれ科目構成等を変更しながら存続している．本稿執

筆時点で次期学習指導要領に位置付けられる 2018（平成

30）年改訂では，共通教科の科目構成が必履修科目「情報

Ⅰ」ならびに選択科目「情報Ⅱ」となり，現行学習指導要

領まで続いてきた複数科目からの選択必履修というスタイ

ルから変貌を遂げた．こうした制度上の変遷は，教科「情

報」の本質的意義を高める前向きな変化だと捉えることが

できる．しかし，その変遷や意図は，学校現場や社会に対

して適切に示すことができているだろうか．

国語や数学といった「大学受験に必要な教科」と比べて，

教科「情報」は学校現場で軽視されている傾向にあると言

1 東京福祉大学（池袋キャンパス）
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われている．その実態を端的に示す事実として，教科「情

報」教員は，全国的に教員採用試験における採用人数が少

なく，2019年度現在においても一度も募集したことがな

い自治体すら存在する．不足する教員数についてはこれま

で他教科兼任等による充足が多かったが，その事実が研究

や報道等（たとえば [3], [4], [5]等）で明らかになり，世間

からの批判を受けた．こうした状況を打破するためにも，

教科「情報」の重要性に対する正しい理解が急務と考えら

れる．

それでは，教科「情報」の重要性はどの程度まで理解され

ているのだろうか．また，その理解度は受け手の立場等に

よって異なっているのではないだろうか．今後，教科「情

報」の重要性に対する正しい理解を推進していくためには，

*1 1999（平成 11）年告示の高等学校学習指導要領では，教科を「普
通教育に関する各教科」および「専門教育に関する各教科」に分
類し，それぞれ「普通教科」および「専門教科」と通称していた．
2008（平成 20）年告示以降は，これらを「各学科に共通する各
教科」および「主として専門学科において開設される各教科」と
し，それぞれ「共通教科」および「専門教科」と通称している．
なお，「普通教科」と「共通教科」についてはその位置づけを明確
にするため呼称が変更された [2] ものの，本質的な違いはないた
め，本稿では「普通教科」と「共通教科」の違いには言及せず，
同一として扱う．
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その前提として現在の理解の実態を明らかにする必要があ

ると考えられる．本研究はこの点に着目する．

1.2 研究の目的と独自性

本研究は，高等学校教科「情報」が関係者にどの程度ま

で理解されているかを明らかにし，今後の教科「情報」が

関係者にどのようなアプローチを行っていくことが望まし

いかについて検討することを目的とする．

教科に対する理解については，これまでも様々な調査・

研究が行われているが，それらの多くは教科「情報」を履修

した高等学校卒業生（大学生等）を対象とした知識・理解

の状況を対象としたものが多かった（たとえば [6], [7]等）．

当然ながら，こうした調査・研究が明らかにした生徒の知

的成長の在り方を通して，教科「情報」が本質的に正しく

実践されているかを推察することには意義がある．その一

方で，生徒だけでなく，他教科教員や保護者等，学校に関

わる内外様々な関係者が教科「情報」を理解している（あ

るいは，理解していない）という現状を，教科「情報」担

当教員自身はどの程度まで把握しているのだろうか．その

判断には，教科「情報」担当教員から見た関係者に対する

主観が多分に作用すると考えられる．

本研究は，こうした教科「情報」担当教員の主観を調査・

研究の対象としていることに独自性がある．主観は必ずし

も事実を表すわけではないが，教育活動もまた人間の営み

である以上，事実だけでなく主観によって左右される部分

も大きいことが考えられる．本研究は，これまで研究対象

とならなかった主観に着目することにより，「机上の空論」

に留まらない，より現実に即した実態把握と将来像の検討

を目指したものである．

2. 質問紙調査の概要

2.1 調査の概要・方法・対象

本研究では，教科「情報」担当教員の意識を収集するこ

とを目的として質問紙調査を実施した．本調査は，2018

（平成 30）年 2月から 3月にかけて実施した．この時期は

高等学校学習指導要領の改訂期にあたり，2月に次期学習

指導要領の改訂案が公表され，3月に告示となることが予

想された．調査では次期学習指導要領に対する意識等もあ

わせて問うものとしたため，改訂案の公表から告示までの

期間（次期学習指導要領の全体像は見えているが確定して

いない期間）に調査することにより，被調査者が比較的自

由に意見を回答できるよう考慮した．

調査方法は，郵送による質問紙調査とした．調査項目に

あわせて，自由記述と普通紙マークシートによる選択式の

回答を組み合わせて実施した．調査対象は，A 県および

B県*2の高等学校および中等教育学校 633校において教科

*2 自治体名は特定を避けるため，都道府県のすべてを「県」と表記
している．

「情報」（情報教育）を担当している教員である．回答数は

130件（回収率 20.5%）であった．

2.2 本稿で分析対象とする調査項目

前項で述べたとおり，本調査は教科「情報」担当教員の

意識を収集するために幅広く回答を募ったものである．本

調査結果の一部についてはすでに学会等で発表済 [8]のも

のもあるが，既発表では教科「情報」に関して持っている

関係者に対する期待や要望を分析対象としていた．本稿で

は次の通り，既発表成果とは異なる質問項目を分析対象と

しており，研究成果は重複なく独立している．

本稿では既発表とは異なり，教科「情報」に関する関係

者の理解を問う項目に着目した．具体的には，設問「所属

校における教科「情報」に対する意識について，回答者の

主観に近い印象とその理由をご回答ください．」に対する

回答を分析したものである．

本質問項目は，教科「情報」に関わる者（以下，関係者

と表記）として，学校内外から次の 8つの立場を想定した．

• 自分以外の教科「情報」担当教員
• 管理職
• 他教科教員
• 生徒
• 保護者
• 地域住民
• 自治体
• 国（文部科学省）
質問紙では，これらの関係者それぞれについて，教科「情

報」への理解を「高い」「やや高い」「やや低い」「低い」の 4

件法に「わからない」を加えた 5項目の中から，回答者の

主観に最も近い選択肢を解答してもらった．また，回答ご

とに，その理由を自由記述で解答してもらった．なお，本

稿では回答の傾向を分析するにあたり，文脈によって「高

い」「やや高い」を合わせて「ポジティブな回答」，「やや低

い」「低い」を合わせて「ネガティブな回答」と表現するこ

とがある．

3. 質問紙調査結果の全体像

3.1 調査結果の概観

質問紙調査の結果のうち，教科「情報」に対する理解を

関係者ごとにグラフにまとめたものを図 1に示す．

関係者のうち，理解に対する意識について「高い」「や

や高い」を合わせたポジティブな回答の合計が過半数とな

るのは，「生徒」（51.5%）のみであった．その他の関係者

は「管理職」（45.4%），「自分以外の教科「情報」担当教員」

（37.7%），「他教科教員」（36.9%）と続く．一方で「低い」

「やや低い」を合わせたネガティブな回答の合計が過半数

となった関係者はなく，40%を超えたのが「他教科教員」
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図 1 所属校における教科「情報」に対する理解

Fig. 1 Understanding to the subject “Information” at high schools.

（49.2%），「管理職」（41.5%），「生徒」（40.8%）であった．

「管理職」についてはポジティブな回答とネガティブな回

答の差が 3.9ポイントにとどまっており，ポジティブ・ネ

ガティブ双方の意識が拮抗していることが読み取れる．

興味深い結果となったのが，「わからない」の回答率で

ある．「地域住民」（76.2%），「自治体」（68.5%），「保護者」

（48.5%），「国（文部科学省）」（40.0%）の 4つの関係者に

ついては特に高い値となっている．

質問紙調査では，それぞれの回答に対して，なぜその回

答を選択したのかを記述する「理由」欄を設けた．この欄

は自由記述式であり，すべての回答者が回答したわけでは

ない．ここでは，全設問に対する理由をひとまとめにして，

テキストマイニングした結果を示す．図 2は「理由」の回

答を解析してワードクラウドで表現したものであり，図 3

は共起キーワードを図示したものである．
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図 2 「理由」のワードクラウド

Fig. 2 Word cloud of “reason” for answers.
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図 3 「理由」の共起キーワード

Fig. 3 Co-occurrence keywords of “reason” for answers.

図 2から，教科「情報」への理解には入試科目か否かと

いう要素が強く作用していることが読み取れる．図 3の中

央やや上や左上にも「受験」「入試科目」といったキーワー

ドが見出され，同様に大学入試との関連がわかる．また，

図 3の右付近には「担当」「TT」*3「いない」といったキー

ワードが見出され，人的資源についての言及がなされてい

ることがわかる．

しかしながら，図 2と図 3のいずれにおいても「理由」

の方向性に対する強い傾向を確認することは難しい．この

ことから，すべての関係者に共通する理由は少なく，関係

*3 ティームティーチングの略．

c⃝ 2020 Information Processing Society of Japan 3

Vol.2020-CE-153 No.23
2020/2/16



情報処理学会研究報告
IPSJ SIG Technical Report

者ごとに異なる理由の傾向があることが予測される．その

ため，本調査の結果は関係者ごとに分析を行うものとする．

関係者ごとに分けた場合，各設問に対する「理由」の回答

数は少なくなるため，統計的手法ではなく，特徴的な回答

に着目して質的な検討を行うこととする．

4. 関係者ごとの質問紙調査結果の検討

4.1 自分以外の教科「情報」担当教員の理解に対する考察

本設問に対する回答では，「わからない」（23.1%）なら

びに「無回答・無効回答」（11.5%）の割合の高さが目立つ．

このことは，設問上の不備に起因すると考えられる．

現行学習指導要領では，教科「情報」は原則として「社

会と情報」「情報の科学」の 2科目の中から 1科目（2単位）

を選択必履修としている．また，各科目は原則として同一

年次で履修させることとなっている．これらの原則に従え

ば，たとえば 18学級規模の高等学校を想定すると，学年あ

たり 6学級となり，1年間で開講される教科「情報」の授

業コマ数は，2単位× 6学級 = 12コマ となる．高等学校

の教員が一人で担当するコマ数としては少ないため，担当

教員は 1人いれば十分という考え方ができてしまう．文部

科学省「令和元年度学校基本調査」[9]によると，公立高等

学校（全日制）3,386校のうち，17学級以下が 1,664校と

なっている．これは全体の約 49%を占めるが，学年あたり

6学級未満の学校が約半数であることを示している．すな

わち，多くの高等学校において，教科「情報」担当教員は

1人で十分であり，校内に教科担当教員が 1人しかいない

（学校現場では俗に「一人教科」と呼ばれることもある）状

況が多数を占めることは，適切か否かはともかくとして，

制度的側面から見ても自然な状況といえる．

本設問では選択肢において，校内に複数の教科「情報」

担当教員がいない場合を想定していなかった．そのため，

解答結果が不適切なものになっていることが危惧される．

実際に本設問に対する理由の自由記述では，「自分以外の

教科「情報」担当がいない」との記述が見受けられた．本

項目については，こうした設問上の不備があり，十分な考

察に至れないと判断する．今後の追調査では調査項目や選

択肢を見直し，適切なデータを取得できるよう検討する．

4.2 管理職の理解に対する考察

本設問に対する回答では，「高い」「やや高い」を合わせ

たポジティブな回答と「低い」「やや低い」を合わせたネガ

ティブな回答の差が 3.9ポイントにとどまっており，ポジ

ティブ・ネガティブ双方の意識が拮抗している点が特徴的

である．ポジティブな回答をした回答者の理由には，次の

ようなものがあった．括弧内は選択された選択肢を示す．

• 「情報」の免許保持者を多数集めている（やや高い）
• 情報科免許保持者 2名で，校内 ICTについて再三再四

アナウンスしているから（やや高い）

• 情報教育専門のため（高い）
• もともと情報担当だった（やや高い）
• 期待はされている（高い）
回答理由から読み取れることとして，教科「情報」や情

報教育に携わった経験のある管理職がいる場合，管理職の

理解に対してポジティブな評価が得られやすいことが挙げ

られる．しかし，この傾向はある意味当然のことといえよ

う．ここで意識すべきは，当然の結果が表出したという事

実ではなく，当然の結果が「目立つ形で」表出したという

点である．管理職の理解が高いことの判断基準として管理

職の経験に強く依存するということは，逆に言えば情報教

育への関与が少ない管理職に対し，意識変容を起こせてい

ないということである．実際に，本設問に対してネガティ

ブな回答をした回答者の理由には「情報機器そのものに疎

い」「設備等に理解が低い」という記述が見られた．教科

「情報」に対する管理職の理解を高めるためには，情報教育

に関わった経験がない管理職を対象の中心とした働きかけ

を行い，情報教育や教科「情報」のことを知ってもらうこ

とから始める必要があると考えられる．

4.3 他教科教員の理解に対する考察

本設問に対する回答では，「高い」「やや高い」を合わせた

ポジティブな回答が 36.9%，「低い」「やや低い」を合わせ

たネガティブな回答が 49.2%となっており，その差は 12.3

ポイントである．ネガティブな回答をした回答者の理由に

は，次のようなものがあった．括弧内は選択された選択肢

を示す．

• 興味がない（やや低い）
• TT で入ってもらっているが指導はできない（やや

低い）

• 受験には関係ない教科であるという認識（低い）
• 未だにパソコン教室の授業だと思われている（やや
低い）

他教科教員の理解に対してネガティブな回答をした理由

を分類すると，特に目立つものとして 3つ挙げることがで

きる．すなわち「興味や指導力がない」「大学受験に関係な

い教科との認識が強い」「学習内容を正しく理解していな

い」である．

「興味や指導力がない」ことについては，背景の一つと

して，高等学校における教科の独立性の高さがあるのでは

ないかと推察される．しかし，教科「情報」が他教科と異

なるのは，前学習指導要領で新設され，学校現場での実践

がまだ 20年弱しか積み上げられていない「若い教科」で

あるという点である．他教科教員の中には，新設教科に対

して十分な興味関心を持たず，実情を知らないまま教員を

続けている者がいることが示唆されている．
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「大学受験に関係ない教科との認識が強い」ことについ

ては，受験偏重主義に陥っている現代の高等学校教育その

ものの問題点とも考えられる．同様の理由で教科を軽視す

る傾向は，家庭科等でも見られる [10]．この問題の本質的

な解決には，大学入試改革をはじめとした大がかりな改革

が必要となるため，一朝一夕での解決は困難であることが

想定される．この問題に対するアプローチの一つとして，

「教科「情報」を大学入試に採用する」というものがある．

具体的な行動の例としては，2012年 1月に設立された「情

報入試研究会」が，情報入試に関するフォーラムやシンポ

ジウムを開催したり，模擬試験を作成・実施したりと精力

的に活動している [11]．また，次期学習指導要領への移行

や大学入試改革の流れの中で，大学入試センター試験の後

継である大学入学共通テストに「情報Ⅰ」を加えるという

案が出されている [12]．次期学習指導要領で学習した高校

生の受験時期を考えると，実現は早くとも 2024（令和 6）

年度となるが，今後の動向を注視する必要がある．

「学習内容を正しく理解していない」ことについては，

解決に向けて情報教育や教科「情報」の本質についての啓

蒙活動が重要になると考えられる．情報教育に対する正し

い理解は，情報教育推進の要件の一つでもあり [13]，今後

は具体的な啓蒙の在り方を検討し，実施していくことが求

められる．

4.4 生徒の理解に対する考察

本設問に対する回答では，「高い」「やや高い」を合わ

せたポジティブな回答が 51.5%，「低い」「やや低い」を合

わせたネガティブな回答が 40.8%となっており，その差は

10.7ポイントである．本設問については，ポジティブ・ネ

ガティブそれぞれの理由を考察したい．

まず，ポジティブな回答をした回答者の理由には，次の

ようなものがあった．括弧内は選択された選択肢を示す．

• 授業によく取り組んでいる（やや高い）
• 年々向上してきていると思う（高い）
• 将来役立つと感じている（やや高い）
• 著作権の学習や，PCの基礎技能習得，情報発信の必

要性を多くの生徒が意識している（高い）

• 情報社会では必要なものだと思っている（やや高い）
• スマホ世代なので（高い）
これらの理由から，生徒の理解向上の背景にある要素と

して「授業態度」「学習内容の必要性理解」「世代」が見出

せる．ただし，「授業理解」については理解の前提ではな

く，結果である可能性も高いため，今後更なる検討が必要

であろう．

次に，ネガティブな回答をした回答者の理由には，次の

ようなものがあった．括弧内は選択された選択肢を示す．

• コンピュータが使える時間，程度の認識（やや低い）

• 身近にありすぎて逆に学ぶものとしての意識が低い
（やや低い）

• PCを苦手とする生徒が多い（やや低い）

• 小中で学んでいると高校でも似た内容となってしまう
（やや低い）

• 1年次に実施するも，その後，2年 3年に発展しない

（低い）

• 3学年で情報の授業が設置されているため，受験の邪

魔であると評判が悪いです（低い）

これらの理由から，生徒の理解低迷の背景にある要素と

して「学習内容の本質に対する理解不足」「学習内容の継続

性」「受験に関係しない」が見出せる．「学習内容の本質に

対する理解不足」については，ポジティブな回答の背景と

して見出した「学習内容の必要性理解」と表裏をなすと考

えられる．受験（大学入試）との関係は，他教科教員の理

解でも影響を与えていた．この要素は生徒・教員を問わず

高等学校現場で蔓延する意識であると推察される．

ところで，本設問に対する回答は，「わからない」「無回

答・無効回答」の割合が全設問の中で最小であった．回答

者が高等学校教員であるため，普段から生徒の様子をよく

観察している表れであろう．

4.5 保護者，地域住民ならびに自治体の理解に対する考察

この 3 つの設問に対する回答は傾向が似通っているた

め，合わせて考察する．保護者，地域住民ならびに自治体

の理解に対する回答で特筆すべきことは，「わからない」と

した回答者の多さである．保護者の理解では 48.5%，地域

住民の理解では 76.2%，自治体の理解では 68.5%が「わか

らない」と回答しており，ほぼ半数あるいはそれ以上の教

員が，理解度を把握していないことが明らかになった．

これらの関係者は，いずれも学校外の存在である*4．教

員が教科「情報」について，学校外の関係者に対して伝達す

ることができていないという実態が明らかになった．「わ

からない」という回答の理由（括弧内は設問）をみても，

「聞く機会がない」（保護者，地域住民），「公言されていな

い」（保護者，地域住民，自治体），「情報に関して話す機会

がないため」（保護者，地域住民，自治体）といったものが

目立った．

もちろん，このような傾向は教科「情報」に限らず，他の

教科を含めた学校現場全体の問題といえるのかもしれない．

そのため，この結果をもって教科「情報」に対して特別に

大きな問題があると断言することはできない．しかし，文

部科学省が次期学習指導要領の柱として「社会に開かれた

教育課程」[14]をうたっている中で，保護者，地域住民，自

治体といった学校外の関係者に十分な働きかけをしていな

*4 保護者は子どもを学校に通わせているという関係性から学校内の
存在とすることもできるが，ここでは「学校内に日常的には存在
していない」という物理的状況を考慮し，学校外の存在に含めた．
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いことは課題といえる．今後は学校内だけでなく，学校外

に対しても教科「情報」の理解を高める活動が必要になる．

4.6 国（文部科学省）の理解に対する考察

本設問に対する回答では，「高い」「やや高い」を合わせ

たポジティブな回答が 29.2% *5，「低い」「やや低い」を合

わせたネガティブな回答が 26.9%となっており，拮抗して

いる．また，「わからない」が 40.0%となっている．

前項で考察した保護者，地域住民，自治体と異なり，国

（文部科学省）に対しては「わからない」の割合が比較的低

くなっている．これは，国（文部科学省）が積極的に情報

発信する立場であり，教員がそれらの情報を積極的に受信

しなければならない立場であることに起因すると考えられ

る．回答の理由（括弧内は選択された選択肢）をみても，

「学習指導要領改訂から情報に対する理解は感じる」（やや

高い），「時代に合うように変更しようとしている」（やや高

い）等，国（文部科学省）の取り組みを把握し，評価して

いることがうかがえる．

一方で，ネガティブな回答も一定数存在することには注

意を要する．ネガティブな回答をした回答者の理由には，

次のようなものがあった．括弧内は選択された選択肢を

示す．

• 現状が理解されていないと思う（やや低い）
• モラル，プレゼン，リテラシー等の内容を 3年間で 2

単位しかない中で扱えるはずがない（低い）

• 教育関係の予算不足で，専任の教員がいないのでは？
と考えられるため（やや低い）

• 情報提供自体がままならない（低い）
理由として目立つのが，高等学校現場に対する国（文部

科学省）の理解の低さである．もちろんこれは教員の主観

に基づくものであるため，文部科学省等が現場をまったく

理解していないという意味ではない．しかし，学校現場か

ら見れば，少なくとも理解が十分とは思えないという状況

が明らかになった．情報提供が不足しているとの声もある

ため，今後は国（文部科学省）によるさらに積極的な情報

提供に期待したい．一方で，情報はただ待っていても得ら

れないものであるから，教員も自ら積極的に情報を収集す

る姿勢が求められるといえる．

5. 教科「情報」の理解向上に向けた取り組み
の視点

前章では，教科「情報」担当教員の意識を通して，学校内

外の関係者における教科「情報」に対する理解の実態を分

析した．いずれの関係者においても，理解が十分と判断で

きるまでには至らず，特に学校外の関係者に対しては理解

の有無以前に関わりが希薄であることが示唆された．「社

*5 小数第二位を四捨五入しているため，グラフ内数値との単純合計
と誤差が生じている．

会に開かれた教育課程」を目指す今後の教育において，関

係者の教科「情報」に対する理解向上を目指すための取り

組みが求められる．

本稿では前章の考察を踏まえて，教科「情報」の理解向

上に向けた取り組みを行う際の視点として，表 1の通り提

案する．

表 1 教科「情報」の理解向上に向けた取り組みの視点

Table 1 Viewpoints of attempts at improved understanding of

the subject “information.”

対象 視点

学校内 教科「情報」や情報教育の本質的意義に関する正

しい理解　

大学入試との関係性の模索

学校外 学校側からの積極的な情報提供

学校外の関係者の意識を知るための努力

ここで，対象の「学校内」は「管理職」「他教科教員」「生

徒」を指し，「学校外」は「保護者」「地域住民」「自治体」

「国（文部科学省）」を指す．

学校内の関係者に対しては，教科「情報」や情報教育がな

ぜ高等学校教育に必要なのか，その本質を理解してもらう

ことが必要である．無知によって軽んじるのではなく，知

ることによって正しく理解してもらわなければならない．

また，高等学校という学校種の特性上，大学入試の影響を

排除することは難しいため，どのように折り合いをつけて

いくかの模索が求められる．方向性としては，大学入試に

関係のない教科の立場を向上させる案，教科「情報」を大

学入試に取り入れる案等が想定される．前者の案は学校単

位で検討が可能であるが，後者の場合は我が国の大学入試

制度そのものを改革する必要があり，学校単位での取り組

みは難しい．現在はあくまでも視点の提案であり，各案の

実現可能性は吟味しないが，今後具体性を持って検討する

際には，学校内に留まらない幅広い検討が求められること

が示唆された．

学校外の関係者に対しては，そもそも学校と学校外の関

係者がお互いに意識を向けることから始めなければならな

い．文部科学省の提唱する「社会に開かれた教育課程」の

理念に則り，学校側は学校外に対して積極的な情報提供を

行うと同時に，学校外の関係者がどのような意識を持って

いるのか，知るための努力をしなければならない．意識を

知るための具体的な手段については，今後の研究でより詳

細に検討する必要があると考えられる．

6. おわりに

本研究では，高等学校における教科「情報」担当教員を

対象とした質問紙調査により，高等学校教科「情報」が関

係者にどの程度理解されているかについて，回答者の主観

的意見から明らかにした．教科「情報」の理解向上に向け
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た取り組みとしては，管理職，他教科教員，生徒といった

学校内の関係者に対しては，教科「情報」や情報教育の本

質的意義に関する正しい理解や，大学入試とどのようにバ

ランスを取っていくかについての模索が必要であることが

見出された．また，保護者，地域住民，自治体といった学

校外の関係者に対しては，学校側から積極的な情報提供を

行っていくとともに，学校外の関係者が学校に対してどの

ような意識を向けているのかを知ることの重要性が示唆さ

れた．

本稿では回答を単純集計し，特徴的な回答に注目する形

での分析を実施した．今後は回答全体の傾向を質的・量的

により詳細に検討し，回答者の主観に潜む実態を明らかに

することが望まれる．また，更なる分析に向けた追調査も

必要である．教科「情報」の理解向上に向けた取り組みの

視点については，現時点では方向性の提案に留まってお

り，具体的な方策については検討中である．この点につい

ても，より詳細な追調査によって現状を把握し，適切かつ

効果的な行動変容を提案しなければならない．引き続き，

教科「情報」の理解度向上に向けた多角的な取り組みが求

められる．
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